
情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

順次短縮無線リンク列からなる無線マルチホップ配送経路に
おけるデータメッセージ配送手法

須田 哲志1,a) 桧垣 博章1,b)

概要：無線マルチホップネットワークにおけるデータメッセージ群の配送では, 各データメッセージのエン
ドエンド配送遅延の短縮, 無線マルチホップ配送経路に沿ったデータメッセージ群の配送スループットの
向上のために, 中継無線ノードによるデータメッセージの転送における無線信号の衝突 (経路内衝突)を回
避, 削減することが求められる. 著者らは, 送信元無線ノードから送信先無線ノードまでの無線マルチホッ
プ配送経路を隣接中継無線ノード間の無線リンク長が順次短縮する経路とし,各中継無線ノードがその次
ホップ中継無線ノードに到達可能な最小の電力でデータメッセージを送信する RH2SWL手法を提案して
いる. これによって, 隠れ端末問題によるデータメッセージの衝突の発生そのものを回避することが可能で
あり, 中継無線ノードによるデータメッセージの同時並行転送の機会を増加させることができる. しかし,
順次短縮無線リンク列の適用によって,各中継無線ノードが次ホップ中継無線ノードのデータメッセージ
転送を検知することができないことから,データメッセージ転送を行なっている次ホップ中継無線ノード
に対してデータメッセージを転送することによる衝突が発生する問題がある. 本論文では, CTS制御メッ
セージの送信電力拡大と RTS制御メッセージの送信タイミング制御を用いた手法を提案する. ここでは,
RTS制御メッセージはデータメッセージと同様に次ホップ中継無線ノードに到達可能な最小電力で送信す
るが, 次ホップ中継無線ノードへのデータメッセージ転送後に一定のインターバルを置いてからRTS制御
メッセージを送信し, また, CTS制御メッセージは前ホップ中継無線ノードに到達可能な最小電力で送信
するように送信電力を高くする. さらに, 提案手法を用いた場合のデータメッセージのエンドエンドスルー
プットの理論値を評価することで, 提案手法の有効性を示す.

キーワード：無線マルチホップネットワーク, 順次短縮無線リンク列, 無線信号送信電力制御, RTS/CTS
制御, 衝突

1. はじめに

アドホックネットワークやセンサネットワークにおける

データメッセージの無線マルチホップ配送では, 中継無線

ノードにおけるデータメッセージ同士, データメッセージ

と制御メッセージ, 制御メッセージ同士の衝突により,配送

遅延の延長, スループットの低下といった配送性能の低下

を余儀なくされる. これを回避, 低減するためには, これら

の衝突, 特にデータメッセージ同士の衝突を回避すること

が有効である. ひとつの無線マルチホップ配送経路を同時

並行に配送されるデータメッセージによる衝突は経路内衝

突と呼ばれ, 互いに晒し端末の関係にある 1ホップ隣接中

継無線ノードによる同時並行なデータメッセージ送信や,
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互いに隠れ端末の関係にある 2ホップ隣接中継無線ノード

による同時並行なデータメッセージ送信によって経路内衝

突が発生する. 従来の無線マルチホップ配送では, 1 ホッ

プ隣接中継無線ノードによる衝突は CSMA/CAによって,

2ホップ隣接中継無線ノードによる衝突は RTS/CTS制御

によって回避, 低減している. しかし, このようなデータ

メッセージの送信タイミングを調節する方法では, データ

メッセージを送信する中継無線ノードの前後 2ホップの中

継無線ノードのデータメッセージ送信を抑制しなければな

らないため, 配送遅延の延長やスループットの低下といっ

た問題の改善は限定的となる. そこで, 著者らは論文 [4]で

順次短縮無線リンク列によって無線マルチホップ配送経路

を構成し, 各中継無線ノードが次ホップ中継無線ノードを

無線信号到達範囲に含む最小の送信電力でデータメッセー

ジを送信するRH2SWL手法を提案した. これによって, 2

ホップ隣接中継無線ノード間の隠れ端末問題による衝突は

発生そのものを回避することができる. しかし, 各中継無
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線ノードがその次ホップ中継無線ノードの送信するデータ

メッセージを受信できないために, CSMA/CAによって解

決していた 1ホップ隣接中継無線ノード間でのデータメッ

セージ転送が失敗する問題が解決されない. そこで, 本論

文では, 電力制御をともなうRTS/CTS制御と適切に選択

された送信インタバルを備えたデータメッセージ転送の組

み合わせによってこの問題を解決する.

2. 関連研究

隣接無線ノード間の無線信号の同時並行送信による衝突

は, 無線 LANプロトコル [1]の備える CSMA/CA機能に

よって回避, 削減される. また, 互いに隠れ端末の関係にあ

る 2ホップ隣接無線ノードの無線信号の同時並行送信によ

る衝突は, RTS/CTS制御によって回避, 削減される. しか

し, これらはいずれも隣接無線ノード間の送信電力が同一

である場合を想定している. これまでに, 互いに相手を自

身の無線信号到達範囲に含むがそれぞれの送信電力が異な

ることに起因する衝突についての問題が指摘されている.

論文 [2], [5]では, 送信電力の異なる隣接無線ノード間にお

けるデータメッセージ配送時に発生する隠れ端末問題によ

る衝突の回避について議論している. [2]では, RTSメッ

セージを受信した送信無線ノードの隣接無線ノードとCTS

メッセージを受信した受信無線ノードの隣接無線ノードが

データメッセージ送信を抑制するための転送制御メッセー

ジである FRTSメッセージと FCTSメッセージを送信す

るという手法で, [5]では, 異なる 2種類のビジートーンを

用い, 受信無線ノードの隣接無線ノードがデータメッセー

ジ送信を抑制するためのビジートーンの到達領域を拡大す

るという手法で, 送信電力の異なる近隣無線ノードの送信

するデータメッセージが受信無線ノードで衝突することを

防ぐことを試みている. しかし,転送制御メッセージや転送

ビジートーンの到達領域に受信無線ノードに到達可能な送

信電力でデータメッセージを送信する近隣無線ノードが存

在するか否かにかかわらずこれらのメッセージが送信され

ている一方, 受信無線ノードに到達可能な送信電力でデー

タメッセージを送信するすべての近隣無線ノードに転送制

御メッセージや転送ビジートーンを到達させている保証も

ないことから, 必ずしもデータメッセージの衝突が回避で

きるとは限らない, という問題がある.

3. 提案手法

3.1 順次短縮経路

前章で述べたように, すべての中継無線ノードが同一の

無線信号到達範囲を用いて無線マルチホップ配送経路を構

成し, データメッセージを順次転送する場合には, 隠れ端

末問題によって, 中継無線ノードの前ホップ中継無線ノー

ド Ni−1 が送信するデータメッセージと次ホップ中継無線

ノード Ni+1 が送信するデータメッセージとが衝突する.

これを回避する方法として, 著者らは論文 [4]で送信元無

線ノードから送信先無線ノードまでの無線マルチホップ

配送経路を順次短縮する無線リンクの列で構成し, 各中継

無線ノードが次ホップ中継無線ノードを無線信号到達範

囲に含む最小の送信電力を用いてデータメッセージを送

信する RH2SWL (Routing with Hop-by-Hop Shortening

Wireless Links) を提案している. ここでは, 各無線ノード

の送信する無線信号は, その無線ノードを中心とした円の

内部にある無線ノード (隣接無線ノード)のすべて, かつ,

それらのみに到達する disk model [3]を前提とする. 図 1

に示すように, RH2SWLでは, すべての中継無線ノードNi

(1 ≤ i ≤ n − 1) において |Ni−1Ni| > |NiNi+1|を満足す
ることから, Niは Ni−1の無線信号到達範囲に含まれるが,

Ni+1の無線信号到達範囲には含まれない. このため, Ni−1

とNi+1はNi について隠れ端末の関係とはならない. すな

わち, Ni−1 と Ni+1 が同時並行にデータメッセージをそれ

ぞれの次ホップ中継無線ノードであるNi と Ni+2 に送信

しても, これらのデータメッセージがNiで衝突することな

く, 正しくデータメッセージ転送を行なうことができる.

Ni-1 Ni  Ni+1 Ni+2 

Data Data Data 

図 1 順次短縮無線リンク列による隠れ端末問題の解消.

RH2SWLにより, 無線マルチホップ配送経路の各中継無

線ノードは自身の前後 2ホップ隣接無線ノードである中継

無線ノードとの衝突を回避することが可能となるため, こ

れによるデータメッセージ紛失/再送信による配送遅延の

延長とこれを回避するための競合にともなう送信待ちによ

る配送遅延の延長の問題が解決される. この結果, 図 2に

示すように, 各中継無線ノードのデータメッセージ送信ス

ループットを Tn とすると, 理論的には, 無線マルチホップ

配送の最大スループット Tr は Tr = Tn/2となる. これは,

図 3に示す順次短縮無線リンク列を用いない従来の無線マ

ルチホップ配送の最大スループット T ′
r が T ′

r = Tn/3であ

るのに対して, 50%の拡大が可能であることを示している.

3.2 問題点

前節で述べたように, RH2SWLでは隠れ端末問題による

中継無線ノードにおけるデータメッセージ同士の衝突を回
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Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 

Data2 

Data2 

Data1 
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図 2 RH2SWLによる無線マルチホップ配送の最大スループット.

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 Ni+2 

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 Ni+2 

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 Ni+2 

Data2 

Data2 

Data2 

Data1 

Data1 

図 3 従来手法による無線マルチホップ配送の最大スループット.

避することができる. しかし,順次短縮無線リンク列の適用

により, 各中継無線ノードが自身の次ホップ中継無線ノー

ドがデータメッセージを受信することが可能な状態である

か否かを知ることができなくなる, という問題がある. 図 4

に示すように, 順次短縮無線リンク列を適用しない従来の

無線マルチホップ配送では,中継無線ノードNiが次ホップ

中継無線ノードNi+1 の無線信号到達範囲に含まれている.

このため, Ni+1がデータメッセージを次ホップ無線ノード

に送信している最中であることは, 無線 LANプロトコル

の CSMA/CA機能によってNiが検知することが可能であ

り, これによってデータメッセージ (および制御メッセー

ジ)の送信を延期することができる. また, 隠れ端末問題に

よるデータメッセージの衝突を回避するための RTS/CTS

制御により, Ni+1 が Ni から転送されるデータメッセージ

を受信することができない状態であることをNi が検知し,

データメッセージの転送を延期することが可能である.

Ni  Ni+1 Ni+2 

Data1 
Data2

Data1 

図 4 従来手法によるデータメッセージ転送の延期.

このように, 従来の無線マルチホップ配送では, データ

メッセージを転送している最中の次ホップ無線ノードに中

継無線ノードがデータメッセージを送信することはない.

しかし, 図 5に示すように, 順次短縮無線リンク列で構成

される無線マルチホップ配送経路を用いる RH2SWLでは,

中継無線ノードNiが次ホップ中継無線ノードNi+1の無線

信号到達範囲に含まれないために, Ni+1 がデータメッセー

ジを転送している最中であることを, Ni が検知することは

できない. このため, その次ホップ中継無線ノード Ni+2 に

データメッセージを転送している最中であるNi+1 に対し

て, Ni がデータメッセージを転送することにより Ni+1 に

おいてデータメッセージ同士の衝突が発生し, このデータ

メッセージの受信に失敗することが考えられる.

Ni  

Data1 Data1 

Data2 Ni+2 Ni+1 

図 5 RH2SWLによる転送データメッセージ同士の衝突.

3.3 送信電力制御をともなうRTS/CTS

前節で述べた RH2SWLにおける中継無線ノードとその

前ホップ中継無線ノードとの同時並行なデータメッセー

ジ転送による衝突の発生を回避する手法として, 本節では

RTS/CTS制御を拡張して適用する手法を提案する. ここ
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で, RTS/CTS制御を無線マルチホップ配送経路の中継無線

ノード間の衝突回避機構として捉えると*1, RTSメッセー

ジは, 次ホップ中継無線ノードに対してデータメッセージ

の送信開始を通知するとともに, 前ホップ中継無線ノード

に対して自身へのデータメッセージ転送を抑制するように

通知する. これは,自身の次ホップ中継無線ノードへのデー

タメッセージ送信最中には, 前ホップ中継無線ノードから

送信されるデータメッセージを受信することができないこ

とから, 前ホップ中継無線ノードに対してデータメッセー

ジ転送を延期させるものである. 一方, CTSメッセージは,

前ホップ中継無線ノードに対して自身がデータメッセージ

を受信することが可能であることを通知することに加えて,

次ホップ中継無線ノードに対して自身における隠れ端末問

題によるデータメッセージの衝突を回避するために, デー

タメッセージの転送を延期させる効果を持つ.

図 6に示すように, 中継無線ノードが次ホップ中継無線

ノードへのデータメッセージ転送前に RTSメッセージを

データメッセージと同じ送信電力を用いて送信するならば,

この RTSメッセージは次ホップ中継無線ノードには受信

されるが, 前ホップ中継無線ノードには受信されない. し

たがって, 前節で指摘したデータメッセージの転送先であ

る次ホップ中継無線ノードがデータメッセージを送信して

いる最中に中継無線ノードがデータメッセージを送信して

しまい, 次ホップ中継無線ノードがこのデータメッセージ

の受信に失敗してしまうという問題を解決することができ

ない.

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 RTS2
RTS1 RTS1

Data2 Data1 

図 6 RTSメッセージの到達範囲縮小.

一方, 図 7に示すように, 中継無線ノードが前ホップ中継

無線ノードへのデータメッセージ転送前に RTSメッセー

ジを前ホップ中継無線ノードに到達可能な送信電力を用い

て送信するならば, この RTSメッセージは次ホップ中継無

線ノードと前ホップ中継無線ノードの両方に受信されるこ

とになる. この RTSメッセージを受信した中継無線ノード

は, 次ホップ中継無線ノードがデータメッセージの送信を

*1 RTS/CTS 制御では無線マルチホップ配送経路に含まれない隣
接無線ノードに対する送信抑制も同時に行なっている.

開始することを検知できることから, 自身の次ホップ中継

無線ノードへのデータメッセージ転送を抑制することがで

きる. しかし, 図 2に示したように,順次短縮無線リンク列

によって無線マルチホップ配送経路を構成する RH2SWL

では, 隠れ端末問題を解消することで高スループットな無

線マルチホップ配送を実現することを目指しており, この

観点では, 各中継無線ノードは前後 2ホップ近隣の中継無

線ノードと同時並行にデータメッセージを転送する機会を

より多く持つことが期待される. これは, すなわち, この

送信電力を調整して前ホップ中継無線ノードを無線信号到

達範囲に含むようにして RTSメッセージを送信するなら

ば, この RTSメッセージが前ホップ中継無線ノードにおい

てその前ホップ中継無線ノードから転送されるデータメッ

セージと衝突する可能性が高いことを意味する. これは, 順

次短縮無線リンク列の導入によって隠れ端末問題による衝

突を回避した RH2SWLの効果を著しく低下させるもので

あり, 前節の問題を解決する適切な手法とは考えにくい.

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 RTS1 RTS1

Data2 

図 7 RTSメッセージの到達範囲拡大.

また, 図 8に示すように, データメッセージ送信と同じ

送信電力を用いて前ホップ中継無線ノードが送信したRTS

メッセージを受信した中継無線ノードがデータメッセージ

と同じ送信電力で CTSメッセージを送信した場合, この

CTSメッセージは次ホップ中継無線ノードには到達するも

のの前ホップ中継無線ノードには到達しない. この場合,前

ホップ中継無線ノードは CTSメッセージを受信すること

ができないため, 中継無線ノードが次ホップ中継無線ノー

ドに対してデータメッセージを転送している最中であり,

前ホップ中継無線ノードからデータメッセージを受信する

ことができない状態であるのか,それとも, 中継無線ノード

は次ホップ中継無線ノードへのデータメッセージ転送を行

なっておらず, 前ホップ中継無線ノードからのデータメッ

セージを受信することが可能な状態であるのかを検知する

ことができない. また, この CTSメッセージは次ホップ中

継無線ノードに受信されるが、RH2SWLでは順次短縮無

線リンク列で無線マルチホップ配送経路を構成しているこ

とから, 次ホップ中継無線ノードの無線信号到達範囲にこ
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の中継無線ノードは含まれない. したがって, この中継無

線ノードにおける前ホップ中継無線ノードが送信するデー

タメッセージと次ホップ中継無線ノードが送信するデータ

メッセージとの衝突は発生せず, この CTSメッセージの受

信によって得られる有効な情報はない.

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 RTS

CTS CTS

CTS

図 8 CTSメッセージの到達範囲縮小.

一方, 図 9に示すように, 前ホップ中継無線ノードから

RTS メッセージを受信した中継無線ノードが CTS メッ

セージを前ホップ中継無線ノードを無線信号到達範囲に含

む送信電力を用いて送信するならば, 中継無線ノードは前

ホップ中継無線ノードに対して自身がデータメッセージを

受信可能な状態であることを通知することができる. もし,

中継無線ノードが次ホップ中継無線ノードへデータメッ

セージを転送している最中であり, 前ホップ中継無線ノー

ドからのデータメッセージを受信することができない状態

であるならば, 中継無線ノードは CTSメッセージを送信

しない. そして, 前ホップ中継無線ノードがタイムアウト

によって CTSメッセージが送信されていないことを検知

することで, データメッセージの転送を延期することがで

きる. このとき, 中継無線ノードが送信したCTSメッセー

ジは次ホップ中継無線ノードによっても受信されるが, 前

ホップ中継無線ノードと次ホップ中継無線ノードとは順次

短縮無線リンク列の適用によって互いに隠れ端末の関係に

はないことから, 受信した CTSメッセージを単純に破棄

し, データメッセージの転送抑制は行なわない.

提案手法では, CTSメッセージを送信電力を順次短縮無

線リンク列をデータメッセージが転送される場合よりも強

め, データメッセージは到達しない前ホップ中継無線ノー

ドの受信を可能とする. このため, この CTSメッセージと

データメッセージあるいは他の制御メッセージとが衝突す

ることが考えられる.

• CTSメッセージとデータメッセージとの衝突

Ni−1からNiへと転送されるデータメッセージとNi+1

から Ni へと無線信号到達範囲を拡大して送信される

CTSメッセージとの Ni における衝突は発生しない.

Ni+1 が Ni へ CTSメッセージを送信するのは Ni+1

Ni-2 Ni-1 Ni Ni+1 CTS

RTS

図 9 CTSメッセージの到達範囲拡大.

が Ni からの RTSメッセージを受信した直後であり,

Ni が Ni+1 へ RTSメッセージを送信するのは, Ni−1

からのデータメッセージ受信最中ではないときである.

• CTSメッセージと RTSメッセージとの衝突

Ni−1 が Ni へ送信する RTSメッセージと Ni+1 が Ni

へと無線信号到達範囲を拡大して送信する CTSメッ

セージとがNiで衝突する可能性があるが,データメッ

セージの転送タイミングを適切に制御することによっ

て発生確率を低減することが可能である. この衝突が

発生するのは, Ni−1 から Ni へのデータメッセージ転

送と Ni から Ni+1 へのデータメッセージ転送とが同

時並行に開始される場合である. データメッセージは

無線マルチホップ配送経路に沿って配送されることか

ら, Ni−1 が Ni へデータメッセージを転送した直後に

Ni が Ni+1 へこの受信したデータメッセージを転送

することを Ni−1 が予想することは可能である. した

がって, 次節での提案でも述べるように, Ni−1 がデー

タメッセージの転送を終えた後に適切なインタバルを

置いてから次のデータメッセージ転送を開始すること

によって, この衝突は回避可能である. また, RTSメッ

セージはデータメッセージのように継続的に送信され

るものではないサイズの小さな制御メッセージである

ことから, RTSメッセージと CTSメッセージとの衝

突発生確率は低く見積もることができる.

• CTSメッセージ同士の衝突

Ni−1がNi−2へと無線信号到達範囲を拡大して送信す

る CTSメッセージとNi+1 が Ni へと無線信号到達範

囲を拡大して送信するCTSメッセージとがNiで衝突

する可能性がある. CTSメッセージはデータメッセー

ジのように継続的に送信されるものではないサイズの

小さな制御メッセージであることから, CTSメッセー

ジとの衝突発生確率は低く見積もることができる. た

だし, 図 2に示したように, 提案手法では順次短縮無

線リンク列によって無線マルチホップ配送経路を構成

することで隠れ端末問題による衝突を回避しており,
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理想的には 2ホップ隣接中継無線ノードと同時並行に

データメッセージを次ホップ中継無線ノードへと転送

することを想定している. この場合, 2ホップ隣接中継

無線ノードはほぼ同時に CTSメッセージを前ホップ

中継無線ノードへと送信することになるため, 送信電

力を強めての CTSメッセージの送信は CTSメッセー

ジ同士の衝突頻度を上げる可能性がある. この問題は,

今後のシミュレーション実験結果に基づいて評価する

こととする.

なお, RH2SWLでは, 無線マルチホップ配送経路が順次

短縮無線リンク列で構成されることのみを要件としている.

このため, 図 10に示すように, |Ni−1Ni| > |NiNi+2|を満
足する場合, 送信電力を強めて送信される CTSメッセー

ジが Ni の 2ホップ隣接中継無線ノードであるNi+2 に到

達する可能性がある. このとき, 中継無線ノードNi はデー

タメッセージをNi+1 に到達可能な最小電力で送信するが,

Ni−1から受信したRTSメッセージに対するCTSメッセー

ジを Ni−1 を無線信号到達範囲に含むように送信電力を強

めて送信する. その結果, この CTSメッセージはNi+1 ば

かりでなく Ni+2 にも到達することになる. Ni−1 と Ni+1

は同時並行にデータメッセージを次ホップ中継無線ノード

NiとNi+2に転送することが考えられることから, Ni+2で

CTSメッセージとデータメッセージが衝突する可能性が

ある. これを回避する方法として以下の二つが考えられる.

• 無線マルチホップ配送経路の中継無線ノードが満たす

べき条件に |Ni−1Ni| < |NiNi+2| を加える (図 11).

• 無線マルチホップ配送経路の中継無線ノードが満たす

べき条件に, |Ni−1Ni| > |NiNi+2| を満たす場合には,

|Ni−1Fi| < |FiNi| < |NiNi+2|を満たす転送無線ノー
ド Fi が存在することを加える (図 12). CTSメッセー

ジは Ni から Fi を経由して Ni−1 へと転送されるが,

いずれも転送先へ到達可能な最小電力で送信すること

により Ni+2 におけるデータメッセージとの衝突を回

避する.

これらの方法は, CTS メッセージの転送を導入しても 2

ホップ隣接中継無線ノードにおけるデータメッセージとの

衝突を回避することを可能とするが, いずれも経路検出率

の低下を招く可能性がある. 今後, 経路検出率への影響を

実験評価することで有効性を検討する.

3.4 転送インタバル調整による衝突回避手法

前節では, 順次短縮無線リンク列で構成される無線マル

チホップ配送経路に沿ってデータメッセージを送信電力制

御を行なう中継無線ノードを用いて隠れ端末問題に起因す

るデータメッセージ間の衝突を回避する RH2SWL手法に

おいて, 隣接中継無線ノードが同時並行にデータメッセー

ジを転送することによって発生するデータメッセージの転

Ni-1 

Ni 

Ni+1 

Ni+2 

CTS

Ni+3 

CTS
Data

CTS
CTS

図 10 CTS メッセージの到達範囲拡大によるデータメッセージの

衝突.

Ni-1 

Ni Ni+1 

Ni+2 
Ni+3 

CTS CTS
Data

CTS

CTS

|Ni-1Ni|<|NiNi+2|

図 11 配送経路への制約追加による解決.

Ni+2 

CTS

Ni+3 

CTSFi  

Ni+1 

Ni-1 

Ni 

RTS

図 12 CTSメッセージの転送による解決.

送失敗を, RTSメッセージと送信電力を強めたCTSメッ

セージの交換によって回避する手法について述べた. 本手

法では, データメッセージの転送に先立って RTSメッセー

ジと CTSメッセージの交換を要することから, これによる

データメッセージの転送スループットの低下が懸念される.

RH2SWLでは, 2ホップ隣接無線ノードとの隠れ端末問題

による衝突は各中継無線ノードが考慮することなくデータ

メッセージを送信することが可能であることから, データ

メッセージの各中継無線ノードの転送先である次ホップ中

継無線ノードがこのデータメッセージをさらに次ホップ中
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継無線ノードへの転送を終える時間をより正確に見積もる

ことができれば, 各中継無線ノードは制御メッセージの交

換を行なうことなく, 推定された転送インタバルだけの間

隔を開けてデータメッセージを転送することで, 衝突のな

い高スループットな無線マルチホップ配送を実現すること

ができる.

しかし, データメッセージの転送インタバルが短すぎる

ならば, 無線マルチホップ配送経路上で連続する中継無線

ノードの同時並行転送が行なわれることでデータメッセー

ジ配送に失敗し, また, 転送インタバルが長すぎるならば,

各中継無線ノードに無用な転送待ち時間が発生することか

ら, エンドエンドのデータメッセージスループットが低下

することが考えられる. そのため, 通信開始時には前節で

提案した電力制御をともなう RTS/CTS制御を用いてデー

タメッセージの無線マルチホップ配送を行ない, この間に

ネットワークの特性パラメータを得て適切な転送インタバ

ルを獲得し, 本節で提案した転送インタバル付きのデータ

メッセージ転送を行なう複合手法が有効であると考えら

れる.

4. 評価

提案手法を用いた無線マルチホップ配送におけるデータ

メッセージのエンドエンド配送スループットの理論値を従

来手法と比較評価する. 表 1は,評価に用いる IEEE802.11b

の仕様に示される数値である [1]. また, データ長は 1,472

バイトとする.

表 1 IEEE802.11bの諸元.
パラメータ データ長 伝送時間 (µs)

PHYhdr 144bit+48bit=192bit 192

MAChdr data 24byte=192bit -

LLChdr 8byte=64bit -

MACP ayload 20byte+8byte+1472byte=12000bit -

MAChdr RT S 16byte=128bit -

MAChdr CT S/ACK 10byte=80bit -

FCS 4byte=32bit -

TP ayload 1472byte 1071

TDAT A PHYhdr+MAChdr data+LLChdr+MACP ayload+FCS 966

TRT S PHYhdr+MAChdr RT S+FCS 352

TCT S/ACK PHYhdr+MAChdr CT S/ACK+FCS 304

DIFS - 50

SIFS - 10

Slot time - 20

CWmin サイズ: 31 -

従来手法では, 隣接中継無線ノード間のデータメッセー

ジ転送は, DIFS インターバルの待機の後, ランダムバック

オフによる待機を行ない, RTS 制御メッセージ, CTS 制

御メッセージ, データメッセージ, ACK 制御メッセージを

交換することによってなされることから, その配送スルー

プットは次式で与えられる.

Thcon =
TP ayload × 11Mbps

DIFS + CWmin

2 × Slot time + TRT S + TCT S + TDAT A + TACK + 3 × SIFS

これに表 1 の数値を代入すると隣接中継無線ノード間

のスループットは 4.43Mbps となる. 2 章で述べたよう

に, 従来手法では中継無線ノードがデータメッセージを

転送するためにはその前後 2 ホップの中継無線ノード

を待機させることが必要であるから, エンドエンドのス

ループットは 4.43Mbps の 1/3 である 1.48Mbps となる.

ただし, この値はランダムバックオフの値によって異な

る. これを考慮すると, 隣接中継無線ノード間のスルー

プットは 3.97∼5.01Mbps, エンドエンドのスループットは

1.32∼1.67Mbpsとなる.

一方, 提案手法では, 隣接中継無線ノード間のデータメッ

セージ転送は, DIFS インターバルの待機の後, ランダム

バックオフによる待機を行ない, RTS 制御メッセージ, 送

信電力制御された CTS 制御メッセージ, データメッセー

ジを交換することによってなされることから, その配送ス

ループットは次式で与えられる.

Thpro =
TP ayload × 11Mbps

DIFS + CWmin

2
× Slot time + TRT S + TCT S + TDAT A + 2 × SIFS

これに表 1の数値を代入すると隣接中継無線ノード間のス

ループットは 5.02Mbpsとなる. 2章で述べたように,従来

手法では中継無線ノードがデータメッセージを転送するため

にはその前後 2ホップの中継無線ノードを待機させることが

必要であるから,エンドエンドのスループットは 5.02Mbps

の 1/2である 2.51Mbpsとなり, 従来手法に対して 70%向

上している. ランダムバックオフの変化を考慮すると, 隣

接中継無線ノード間のスループットは 4.44∼5.79Mbps, エ

ンドエンドのスループットは 2.22∼2.89Mbpsとなる.

5. まとめと今後の課題

本論文では, 順次短縮無線リンク列で構成される無線

マルチホップ配送経路を用いる RH2SWL手法において,1

ホップ隣接中継無線ノード間でのデータメッセージ配送に

失敗する問題を CTSメッセージの送信電力制御とデータ

メッセージの送信インタバルの調整によって解決し, デー

タメッセージの配送スループットを向上させる手法を提案

した. 適切なデータメッセージの送信インタバルは, デー

タメッセージ長, 無線マルチホップ配送経路長などによっ

て異なると考えられることから, シミュレーション実験な

どによってこの値を実験評価することが今後の課題である.
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